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１ 東京都国民健康保険運営協議会について
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東京都国民健康保険運営協議会について

【設置】

○ 国保制度改革に伴い、都道府県にも、国保事業の運営に関する重要事項について審議する場である
国保運営協議会を設置することとされた（国保法第１１条）。

【法律上の国民健康保険運営協議会（都道府県、区市町村）の位置付け】

厚生労働省資料を基に作成

主な審議事項 ・国保事業費納付金について
・国保運営方針の作成

その他の重要事項

委員 ・被保険者代表
・保険医又は保険薬剤師代表
・公益代表
・被用者保険代表

主な審議事項 ・保険給付
・保険料の徴収

その他の重要事項

委員 ・被保険者代表
・保険医又は保険薬剤師代表
・公益代表
・被用者保険代表（任意）

都道府県に設置される国保運営協議会 区市町村に設置される国保運営協議会
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東京都国民健康保険運営協議会の開催予定（令和５年度）

第１回
（令和５年９月７日）

第２回
（令和５年１１月予定）

第３回
（令和６年２月予定）

（諮問事項）
・東京都国民健康保険運営
方針の改定について

・東京都の国民健康保険の
現状

・都国保運営方針に基づく令
和５年度の取組

・令和６年度仮係数による納
付金・標準保険料率の算定
結果

・その他

・東京都国民健康保険運営
方針の改定について

・令和４年度決算

・令和６年度納付金・標準保
険料率の算定結果
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２ 東京都の国民健康保険の現状について
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東京都の国民健康保険の現状

現状(令和３年度) 財源構成(令和３年度決算)

【公費の内訳】
国 ３，４５５億円
都 １，１６８億円
区市町村 ５９６億円（うち、法定外繰入 ４１４億円）

医療給付費等総額 約1兆863億円
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全国 都

約２，５９９万人 約２７８万人

うち６５歳以上 約１，１７５万人 約９６万人

１，０１７千円

【　１位】

１０５，０５０円

【　１位】

7.3%

【４７位】

91.43%

【４７位】

19.8%

【４７位】
滞納世帯割合 11.9%

※【順位】は、全国比

　　一人当たり平均所得は令和２年実績

収納率 94.24%

被保険者数

１人当たり平均所得
６７２千円

（旧ただし書き所得）

１人当たり保険料（税） ８９，２６６円

所得に対する保険料
9.6%

負担率

保　険　料
3,139億円 国・定率国庫負担

（３２％）

2,710億円

国・調整交付金 （９％）

前期高齢者
交付金
2,522
億円

法定外一般会計繰入

都繰入金（９％）

721億円

50% 50%

保険者努力支援制度交付金

高額医療費負担金

中間所得者に対する支援

（保険者支援分）

低所得者に対する支援

（保険料軽減分）

出産育児・財政安定化支援



３ 東京都国民健康保険運営方針に基づく
令和５年度の取組について
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国保財政健全化の取組

○国保財政健全化計画策定状況

・赤字の削減目標年次、削減予定額（率）及び具体的な取組内容を定めた「区市町村国保財
政健全化計画」を５９区市町村が策定済

○都のこれまでの取組
・計画策定対象の区市町村（島しょを除く）からヒアリングを実施、都ＨＰに「区市町村国保財政健全化計
画」とともに法定外繰入等の額、解消予定年次等を見える化し、公表。

・計画期間が長期の区市町村に個別のヒアリングを行うなど、区市町村に対し解消に向けた助言等を実

施。

〇今後の方向性（国の動き等）

・令和２年度交付分の保険者努力支援制度から、法定外繰入の解消等の実施状況に係る評価指標にお
いて、マイナス評価が導入。

※令和６年度交付分においては、「令和４年度決算において決算補填等目的の法定外一般会計繰入等の金額が減少していない場合」等

には減点となる。

赤字削減・解消の取組

【運営方針における取組の方向性】

○区市町村はそれぞれの状況を勘案し、医療費適正化や収納率向上の取組、保険料
（税）率の見直しを図る必要があるため、国保財政健全化計画を策定し、計画的に赤字
を削減・解消
○都は、区市町村の取組状況を把握し、必要な助言を実施
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○都繰入金２号分を活用した支援（令和４年度実績）

・令和４年度交付基準において、運営方針で定めた目標収納率を成績分の指標に設定。（４４ヶ所達成）

・また、業務の効率化を支援するため、自動音声催告システムやSMS催告などの初期導入経費について、
事業分として交付。（６ヶ所対象）

〇各種研修・実地支援の実施（令和５年度実施）

・収納率向上対策支援計画に基づき各種研修を実施し、区市町村職員への知識の付与、実践力の向上
を図るとともに、区市町村ごとの課題に対し、徴収指導員により個別に実地支援を行う。

・研修 初任者説明会 ３０人、基礎編 ２日 ７１人、財産調査編 ５７人、

滞納処分編 ４７人、執行停止編 ５５人

・執行停止等や具体的事例への助言に係る実地支援 ４か所（令和４年度実績）

保険料(税)の徴収の適正な実施について
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収納率向上の取組

【運営方針における取組の方向性】
○目標収納率の設定
規模別を廃止し、区市町村別に前年度の現年分収納率実績に対する伸び率を目標に設定
○収納率向上対策の推進
・区市町村は、多様な納付方法の導入など納付環境の整備、滞納者へのきめ細かい対応
を行った上で、法令に基づく滞納処分等を実施
・都は、区市町村の担当職員の人材育成等を支援



医療費適正化の取組（１）

保健事業実施計画（データヘルス計画）の策定

○データヘルス計画支援事業（令和５年度実施）
・都道府県単位での計画の標準化を推進するため、「標準化ツール」及び「共通評価指標」を含む計画
策定の手引きを配布し、第三期計画の策定を支援

【運営方針における取組の方向性】

○全ての区市町村で保健事業実施計画（データヘルス計画）の策定・見直しを行えるよう支援

○計画の推進に当たり、国保データベース（ＫＤＢ）システムの有効活用等により、取組の充
実が図られるよう支援
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糖尿病性腎症重症化予防の取組

【運営方針における取組の方向性】

○全区市町村において糖尿病性腎症重症化予防の取組が進むよう支援
○都版プログラムを関係団体へ周知するとともに、医療関係者等との情報共有を図る

・保健事業連絡会において、区市町村の取組の好事例を共有（予定）
・令和５年７月開催の「東京都糖尿病医療連携協議会」において都内区市町村の取組状況を共有

○糖尿病性腎症重症化予防事業に関する情報共有（令和５年度実施）



医療費適正化の取組（２）

○重複・多剤服薬者対策に向けた連携構築支援事業（令和５年度実施）

・各区市町村が地域の状況に応じて地区薬剤師会と連携して重複・多剤服薬者対策を実施できるよ
う、都薬剤師会とマッチングや助言等の支援を行う。

加入者の適正受診・適正服薬に向けた取組

【運営方針における取組の方向性】

○医師会、薬剤師会等と連携し、広域的な調整や事業の推進体制の構築支援
〇薬局と連携し、被保険者の適正服薬の向上に向けた普及啓発等を実施

10

後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用促進

【運営方針における取組の方向性】

○後発医薬品使用希望カードや差額通知等の区市町村の取組を支援
〇医師会、薬剤師会等と連携して医療関係者等の理解促進

〇医療関係者向け講演会の開催（令和５年度実施予定）

・後発医薬品の安心使用促進に向け、医療関係者の理解促進を図るため、動画配信型の講演会を
実施し、地域における取組事例の紹介等を行う。

〇ジェネリックカルテの作成（令和５年度実施）

・地域ごとの後発医薬品の使用割合について、レセプトデータをもとに医療機関、薬局、患者の状況
などを整理し、分析を行うことにより、使用割合への影響度を明確化する。（活用自治体：15か所）



○市町村事務処理標準システムの導入促進（令和４年度実績）

・令和４年１２月時点で２２区市町村が導入済、１９区市町村が導入予定（その他自治体についても国

が示す仕様に基づくシステム標準化を予定）

・国は、「地方公共団体情報システム標準化基本方針」（令和４年10月７日閣議決定）により、令和７年

度までに、国保を含む基幹業務のシステム標準化を目指すとしていることから、都は、引き続き区市町

村における導入を支援。

○オンライン資格確認の普及に向けた取組（令和５年度実施）

・マイナンバーカードと被保険者証の一体化に向け、区市町村との意見交換・情報提供等。

・法改正に係る様々な事項について、国へ情報提供のうえ課題等説明。
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事務の標準化

区市町村の事務の標準化・効率化

事務の効率化

【運営方針における取組の方向性】
○市町村事務処理標準システムの導入

【運営方針における取組の方向性】
○事務処理基準の統一及び積極的な情報提供



４ 諮問事項：
東京都国民健康保険運営方針の改定について
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（１） 改定の趣旨

国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第82条の２により令和２年１２月に策定した東京都国民

健康保険運営方針（以下「国保運営方針」という。）の対象期間（令和３年４月１日から令和６年３月31

日まで）が満了することから、これまでの国保運営方針に基づく取組の状況等を踏まえ、必要な見

直しを行う。

（２） 改定案作成にあたっての考え方

・ 平成30年度以降の新制度において、都は財政運営の責任主体として、毎年、国民健康保険事業費

納付金及び標準保険料率の算定を適切に実施するなど、国民健康保険事業会計を円滑に運営して

いる。

・ 都と区市町村は、国保運営方針に基づき、財政健全化、事務の標準化・効率化、医療費適正化の

取組を着実に実施してきた。

・ 引き続き、財政運営の安定化を図りつつ、法定外繰入の解消、納付金の算定方法（保険料水準の統

一）、区市町村における収納対策、医療費適正化、人生１００年時代を見据えた予防・健康づくり事業

の更なる推進などについて区市町村と議論し、必要な取組を着実に実施していく。

東京都国民健康保険運営方針の改定について
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第３章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し

項目 現行の運営方針策定時 現状

被保険者
数等の状
況

加入世帯数及び被保険者の状況
（各年度３月末時点）

加入世帯数及び被保険者の状況
（各年度３月末時点）

被保険者
の年齢構
成

被保険者の年齢階級別の構成割合
（平成30年度９月末時点）

被保険者の年齢階級別の構成割合
（令和３年度９月末時点）

国民健康保険運営の現状及び運営方針に基づく取組状況について
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0.0%

特別区 0.0%

市 0.0%

町村 0.0%

0.0%

　
～54歳

計
55～64

歳
65～74

歳
～24
歳

25～34
歳

35～44
歳

45～54
歳

東京都

全国

15.0% 11.1% 12.2% 14.0% 52.3% 14.2% 33.5%

特別区 15.5% 12.2% 12.9% 14.5% 55.1% 14.1% 30.7%

市 13.8% 8.7% 10.7% 12.9% 46.1% 14.4% 39.5%

町村 13.3% 6.3% 9.6% 11.6% 40.8% 16.5% 42.6%

13.1% 7.1% 9.6% 11.3% 41.1% 15.7% 43.2%

東京都

全国

65～74
歳

～24
歳

25～34
歳

35～44
歳

45～54
歳

　
～54歳

計
55～64

歳

対前年度比

H28 221万世帯 327万人 94.6% 24.1%

H29 215万世帯 311万人 95.2% 22.8%

H30 209万世帯 299万人 96.0% 21.7%

加入世帯数
被保険者数

加入率
対前年度比

R1 204万世帯 288万人 96.4% 20.8%

R2 201万世帯 281万人 97.7% 20.3%

R3 世帯 人 0.0% %

加入世帯数
被保険者数

加入率

更新予定

更新予定



第３章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し

項目 現行の運営方針策定時 現状

被保険者
の年齢構
成

前期高齢者の加入割合（各年度３月末時点） 前期高齢者の加入割合（各年度３月末時点）

所得の状
況

一人当たり所得金額の推移

保険料（税）軽減世帯の割合（平成30年度）

一人当たり所得金額の推移

保険料（税）軽減世帯の割合（令和３年度）
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特別区 市 町村

R1 33.6% 30.9% 39.5% 43.8% 44.0%

R2 34.2% 31.5% 40.0% 44.4% 44.9%

R3

東京都
全国平均

特別区 市 町村

H28 32.7% 30.1% 38.3% 40.0% 41.1%

H29 33.2% 30.6% 39.2% 41.9% 42.5%

H30 33.2% 30.4% 39.2% 42.8% 43.2%

東京都
全国平均

特別区 市 町村

6(7)割軽減世帯

4(5)割軽減世帯

2割軽減世帯

合計 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

東京都
全国

都平均 対前年度比 最高 最低 格差

R2 103万円 94% 288万円 49万円 5.9倍

R3 102万円 99% 302万円 62万円 4.9倍

R4 0万円 0% 0万円 0万円 倍
※一般被保険者分
   各年度の前年の所得を各年度の9月末の被保険者数により除した額

都平均 対前年度比 最高 最低 格差

H29 104万円 102% 245万円 58万円 4.2倍

H30 106万円 102% 235万円 65万円 3.6倍

R1 110万円 103% 296万円 57万円 5.2倍
※一般被保険者分

   各年度の前年の所得を各年度の9月末の被保険者数により除した額

特別区 市 町村

6(7)割軽減世帯 26.8% 27.3% 25.9% 24.6% 30.6%

4(5)割軽減世帯 9.3% 8.9% 10.1% 11.7% 13.6%

2割軽減世帯 8.3% 7.5% 10.0% 11.3% 11.0%

合計 44.4% 43.7% 46.0% 47.6% 55.2%

全国
東京都

更新予定

更新予定

更新予定



第３章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し

項目 現行の運営方針策定時 現状

医療費総
額の状況

医療費総額の推移 医療費総額の推移

一人当た
り医療費
の状況

一人当たり医療費の推移 一人当たり医療費の推移

医療費の
将来の見
通し

納付金算定における推計方法（年齢区分ごとの被保険
者数・一人当たり医療費から推計）を用いて推計

※国の策定要領において「国保運営方針においても、
都道府県医療費適正化計画における国保の医療費
の見込みやその推計方法を参考とすることが望まし
い」とあることから、都医療費適正化計画における推
計と整合を図り、ア・イともＲ６からまでのＲ１１までの
推計を行う予定
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医療費総額 対前年度比

H28 10,365億円 97.6%

H29 10,110億円 97.5%

H30 9,859億円 97.5%

一般被保険者分

特別区平均 市平均 町村平均 都平均 対前年度比

H28 306千円 322千円 318千円 311千円 101.0%

H29 313千円 331千円 332千円 318千円 102.4%

H30 316千円 336千円 333千円 322千円 101.2%

一般被保険者分

医療費総額 対前年度比
R1 9,760億円 99.0%
R2 9,234億円 94.6%
R3 9,834億円 106.5%
一般被保険者分

特別区平均 市平均 町村平均 都平均 対前年度比

R1 325千円 345千円 342千円 331千円 102.8%

R2 318千円 334千円 336千円 323千円 97.5%

R3 351千円 360千円 353千円 354千円 109.6%

一般被保険者分

ア　推計医療費

区分 R3 R4 R5 R7

ア　未就学児

　　 (0～6歳)

イ　未就学児・高齢受給者以外

　　 (7～69歳)

ウ　高齢受給者

　　 (70～74歳)

合計 9,849億円 9,344億円 9,050億円 8,489億円

3,535億円 3,399億円 3,269億円 3,022億円

144億円 148億円 152億円 160億円

5,970億円 5,797億円 5,629億円 5,307億円

イ　一人当たり推計医療費
区分 R3 R4 R5 R7

ア　未就学児

　　 (0～6歳)

イ　未就学児・高齢受給者以外

　　 (7～69歳)

ウ　高齢受給者

　　 (70～74歳)

合計 350千円 357千円 365千円 380千円

284千円 292千円 301千円 318千円

593千円 596千円 598千円 602千円

232千円 240千円 249千円 266千円

更新予定



項目 現行の運営方針の記載 現状・取組の状況など

赤字解消・
削減の取
組

○ 解消・削減すべき赤字は原則として
早期に解消を図ることが望ま しいが、

急激な保険料（税）率引上げが必要とな
り、被保険者に大きな影響を与えるため、
区市町村それぞれの状況等を勘案し、
医療費適正化や収納率向上の取組を
進めるとともに、計画的に保険料（税）
率の見直しを図る。

【区市町村】
・ 計画策定対象区市町村は、赤字の削減目標年次、削減予定

額 （率）及び具体的な取組内容を定めた国保財政健全化計画（赤
字削減・ 解消計画）を策定し、計画に定めた具体的な取組を実施

【都】
・ 各区市町村の国保財政健全化計画（赤字解消・削減計画）及び

法定外繰入等の額、解消予定年次等を見える化し、公表
・ 解消目標年次が長い区市町村に対してヒアリングを実施し、解消に

向けた助言。
・ 各区市町村の決算状況に基づく分析を行い、解消年次の前倒しを

要請するなど、助言・指導を行っている。

第３章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し
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表13　法定外一般会計繰入の状況（平成30年度）

決算補填目的
のもの（注１）

保険者の政策
によるもの

（注２）

過年度の赤字
によるもの

（注3）

金額（億円） 49 1,052 156 1,258 653 1,910

割合 2.6% 55.1% 8.2% 65.9% 34.2%

金額（億円） 27 511 36 574 72 646

割合 4.2% 79.1% 5.6% 88.9% 11.1%

（注１）保険料の収納不足のため、高額療養費貸付金

（注３）累積赤字補填のため、公債費、借入金利息

（注5）端数の関係上、合計が一致しない場合がある。

一般会計繰入
金（法定外）

合計

（注２）保険料（税）の負担緩和を図るため、地方単独事業の保険料（税）の軽減額、任意給付費に充てるため

（注４）保険料（税）の減免額に充てるため、地方単独事業の医療給付費波及増等、保健事業費に充てるため、
　　　　直営診療施設に充てるため、納税報奨金（納付組織交付金）等、基金積立、返済金、その他

項目

決算補填等目的分計

全
国

東
京
都

決算補填等以
外の目的分計

（注4）

表13　法定外一般会計繰入の状況（令和３年度）

決算補填目的
のもの（注１）

保険者の政策
によるもの

（注２）

過年度の赤字
によるもの

（注3）

金額（億円） 6 638 29 674 607 1,281

割合 0.5% 49.8% 2.3% 52.6% 47.4%

金額（億円） 3 315 6 323 90 414

割合 0.7% 76.1% 1.4% 78.0% 21.7%

（注１）保険料の収納不足のため、高額療養費貸付金

（注３）累積赤字補填のため、公債費、借入金利息

（注5）端数の関係上、合計が一致しない場合がある。

（注２）保険料（税）の負担緩和を図るため、地方単独事業の保険料（税）の軽減額、任意給付費に充てるため

（注４）保険料（税）の減免額に充てるため、地方単独事業の医療給付費波及増等、保健事業費に充てるため、
　　　　直営診療施設に充てるため、納税報奨金（納付組織交付金）等、基金積立、返済金、その他

項目

決算補填等目的分計 決算補填等以
外の目的分計

（注4）

一般会計繰入
金（法定外）

合計

全
国

東
京
都



項目 現行の運営方針策定時 現状

保険料
（税）の概
要

一人当たり保険料（税）の推移

モデル世帯における保険料（税）の状況（令和２年度）

一人当たり保険料（税）の推移

モデル世帯における保険料（税）の状況（令和５年度）

第４章 区市町村における保険料（税）の標準的な算定方法に関する事項
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特別区 市 町村

一般被保険者分

108,359円

112,178円

113,962円

111,514円

78,622円

81,258円

83,356円

85,012円

69,297円

72,719円

73,778円

74,777円

89,125円

88,937円

99,116円

102,557円

104,395円

103,130円

全国

H29

H30

東京都

87,535円

87,768円

R元

R2

R3

特別区 市 町村

一般被保険者分

全国
東京都

H26

H28

H29

H27

78,622円 69,297円

H30 81,258円 72,719円

87,535円 99,116円

87,768円 102,557円 112,178円

108,359円

73,394円 63,945円

84,053円 90,381円

86,369円 95,224円

65,396円

102,973円 78,041円 67,640円

84,871円 89,618円 96,921円

98,110円 73,187円

順位 保険者名 保険料（税） 順位 保険者名 保険料（税）

1 江戸川区 474,800円 1 青ヶ島村 19,800円

2 特別区 446,950円 2 神津島村 17,100円

22 中野区 440,300円 3 江戸川区 16,560円

60 利島村 235,250円 60 利島村 8,400円

61 小笠原村 229,400円 61 檜原村 8,100円

62 御蔵島村 165,250円 62 御蔵島村 7,500円

※特別区（千代田区、中野区、江戸川区を除く）は、統一保険料方式を採ってい
  るため、保険料額は同一となる。

※介護分を除く。

⋮ ⋮

夫婦2人・子供2人世帯の場合 単身世帯の場合

順位 保険者名 保険料（税） 順位 保険者名 保険料（税）

1 1

2 2

3 3

60 60

61 61

62 62

※介護分を除く。

夫婦２人、子供２人（小学生以上）

世帯の場合
単身世帯の場合

⋮ ⋮

※特別区（千代田区、中野区、江戸川区を除く）は、統一保険料方式を採ってい
るため、保険料額は同一となる。

更新予定

更新予定



項目 現行の運営方針の記載 現状・取組の状況など

国民健康
保険事業
費納付金
及び標準
保険料率
の基本的
な考え方

納付金の
算定方法

○ 年齢調整後の医療費水準や収
納率が同じであれば同じ保険料水
準になる仕組みとなっており、医療
費適正化や収納率向上を推進して
いく中で、将来的には保険料水準の
平準化を目指していく。

○ 区市町村においては、医療費水
準や保険料（税）収納率の差異があ
るため、直ちに統一の保険料水準
を目指すことは困難。第一段階とし
て、納付金算定において医療費水
準等を反映せず、各区市町村の所
得水準と被保険者数のみを用いる
こととすること（納付金ベースの統
一）を目指す。

（国の動き）
・全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部

を改正する法律（令和３年法律第66 号）により、令和６年４月から「保険
料の水準の平準化に関する事項」が必須記載事項とされた。

（都と区市町村の協議）
・ 平成30年度以降、東京都国民健康保険連携会議において、納付金ベー

スにおける統一に向け、課題整理、影響のシミュレーション、意見聴取
等、区市町村との協議を開始

・令和３年度、連携会議において納付金ベースの統一までの工程表
（案）を提示

・令和４年度、都と区市町村の代表で構成する保険料水準統一に向けた
検討ワーキングを設置、工程表案に基づき、医療費指数反映係数α
の引き下げの開始年次及び個別事情による納付金額の調整、
医療費適正化等について議論

第４章 区市町村における保険料（税）の標準的な算定方法に関する事項
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第５章 区市町村における保険料（税）の徴収の適正な実施に関する事項

項目 現行の運営方針の記載 現状・取組の状況など

区市町村の
状況

現年分収納率の推移 現年分収納率の推移

目標収納率 ○区市町村別に前年度の現年分
収納率実績に対する伸び率を目
標に設定する。

○既に現年分収納率が高い区市
町村は伸び率が小さくなる傾向に
あることを踏まえ、目標設定する
伸び率の幅は現年分収納率の高
さに応じて傾斜させる

＜目標収納率の達成状況＞

収納率向上
対策の推進

○ 都の取組
・ 区市町村ごとの徴収に係る組

織体制や取組状況を踏まえた
助言・指導、担当職員の人材
育成等の支援

・ 収納対策のテーマ別研修や、徴収指導員が区市町村に継続して出向
き、具体的な支援を実施

・ 成績に応じた交付のほか、業務のデジタル化等事業に要する経費につ
いて都繰入金により財政支援
・ 指導検査による指導・助言
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H29 H30 R元 R2 R3

92.45% 92.85% 92.92% 93.69%

88.02% 88.55% 88.92% 90.26%

▲ 4.43%pt ▲ 4.30%pt ▲ 4.00%pt ▲ 3.43%pt

特別区 86.30% 86.83% 87.33% 88.76%

市 93.27% 93.82% 93.70% 94.54%

町村 94.20% 94.02% 94.03% 95.41%

全国

東京都

（全国との差）

H26 H27 H28 H29 H30

90.95% 91.45% 91.92% 92.45% 92.85%

86.74% 87.44% 87.63% 88.02% 88.55%

▲ 4.21%pt ▲ 4.01%pt ▲ 4.29%pt ▲ 4.43%pt ▲ 4.30%pt

特別区 85.00% 85.73% 85.89% 86.30% 86.83%

市 91.83% 92.48% 92.70% 93.27% 93.82%

町村 93.01% 93.36% 93.63% 94.20% 94.02%

東京都

全国

（全国との差）

R元 R2 R3

目標達成自治
体数

37 44 44

更新予定



項目 現行の運営方針の記載 現状・取組の状況など

レセプト
点検の
実施につ
いて

〇 レセプト点検の充実強化に向け
た都の取組

・ 医療給付専門指導員による取
組支援等、都繰入金による財政
支援、指導検査による指導・助
言

・ レセプト点検事務説明会・意見交換会を開催、 実地での指導検査を実施
＜レセプト点検の一人当たり財政効果額＞

柔道整復師、
あんま・マッ
サージ・指圧
師、はり師、
きゅう師の施
術に係る療養
費について

○ 支給適正化に向けた都の取組
・ 柔道整復療養費の支給事務に関

する説明会を実施、都繰入金によ
る財政支援、指導・監査の実施

・ 柔道整復療養費の支給事務に関する説明会を実施、都繰入金による財
政支援、指導・監査の実施

海外療
養費につ
いて

○ 支給適正化に向けた都の取組
・ 委託先事業者の情報提供、支給

実績のある医療機関の情報提供

・ 海外療養費及び出産育児一時金（海外出産）について、区市町村の委託
実績がある事業者や支給実績のある海外医療機関の情報を集約し、区
市町村へ情報提供

・ 海外療養費事務処理等マニュアルを毎年度改訂

都道府
県による
保険給
付の点
検、事後
調整

・ 都内で区市町村間の異動があっ

た被保険者に係るレセプトの縦覧・
横覧点検を国保連合会へ委託して
実施（令和元年10月から運用開始）
・ 都は、区市町村からの委託を受

けて行う不正利得の回収に係る事
務処理規約を策定（平成30年度）

・ 都内の区市町村間の異動があった被保険者に係るレセプトの縦覧・横覧
点検を国保連合会へ委託して実施（令和元年10月から運用開始）
・ 「東京都が区市町村の委託を受けて行う保険医療機関等又は指定訪問
看護事業所からの不正利得の回収に係る事務処理規約」を策定（平成30
年度）

第６章 区市町村における保険給付の適正な実施に関する事項
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R1 R2 R3

東京都 1,650 1,765

全国 560 573
更新予定



第７章 医療費の適正化の取組に関する事項

項目 現行の運営方針の記載 現状・取組の状況など

保健事業
実施計画
（データ
ヘルス計
画）の策
定・推進

○ 都は、全ての区市町村で計画
の策定・見直しを行えるよう支援。
計画の推進に当たり、ＫＤＢシステ
ムの有効活用や庁内連携により、
取組の充実が図られるよう支援。

・62区市町村でデータヘルス計画策定済（令和２年度末時点）
・ 都は、支援の実績やノウハウのある大学等と連携し、３か年で62区市町

村に向けてデータヘルス計画未策定自治体に向けた計画策定支援や策定
済み区市町村に向けたデータへルス計画の見直し支援等を実施（令和２年
度から令和４年度）

・ 都は、都道府県単位での計画の標準化を推進するため、「標準化ツー
ル」及び「共通評価指標」を含む計画策定の手引きを配布し、第三期計画の
策定を支援（令和５年度）

特定健
診・特定
保健指導
実施率の
向上

○ 都は、先進的な事例の収集及
び情報提供や、都繰入金による財
政支援、保険者協議会と連携した
取組等により、区市町村の取組を
支援

＜特定健診・特定保健指導実施率＞

・ 都は、都繰入金を活用し、特定健診受診率等が向上した区市町村に対し
て交付金を交付、好事例の共有

糖尿病性
腎症重症
化予防の
取組の推
進

○ 都は、「糖尿病性腎症重症化予

防プログラム」の周知や地域におけ
る取組状況や課題の情報共有など
により、全区市町村において取組が
進むよう支援

＜糖尿病性腎症重症化予防事業の実施区市町村 ＞
受診勧奨57 ・保健指導58 （令和４年度）

・ 都は、医師会、糖尿病対策推進協議会の三者の連名で平成30年３月に

策定した「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を改定（令和４年３月）
・ 都は、プログラム改定を踏まえ、医療関係者向け研修会を開催（令和４
年度）
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H30 R1 R2 R3 H30 R1 R2 R3

東京都 44.7% 44.2% 40.8% 42.9% 15.3% 13.9% 14.2% 13.8%

全　 国 37.9% 38.0% 33.7% 36.4% 28.8% 29.3% 27.9% 27.9%

特定健診実施率 特定保健指導実施率



第７章 医療費の適正化の取組に関する事項

項目 現行の運営方針の記載 現状・取組の状況など

加入者の
適正受
診・適正
服薬を促
す取組の
充実

○ 都は、都繰入金を活用し、区
市町村の取組を支援。

○ 医師会、薬剤師会等と連携し、
広域的な調整や事業の推進体
制の構築等を支援

＜医療費通知の実施状況＞

・ 都は、医薬品適正使用に関するリーフレットや残薬バッグを配布し被保険
者向け普及啓発を実施 （令和２年度・令和３年度）

・ 都は、専門知識を有する東京都薬剤師会と連携し、精神疾患患者も含め
た服薬指導のモデル事業を実施（令和２年度～令和４年度）

・ 都は、各区市町村が地域の状況に応じて地区薬剤師会と連携して重複・
多剤服薬者対策を実施できるよう、都薬剤師会とマッチングや助言等の支援
を実施（令和５年度）

後発医薬
品の使用
促進

○ 都は、後発医薬品使用希望
カードや差額通知等の区市町
村の取組を支援。医師会、薬剤
師会等と連携して医療関係者
等の理解促進

＜差額通知の実施状況＞

・ 都繰入金等により、差額通知の取組を支援
・ 都は、学識経験者、医療関係者、都民代表等で構成される後発医薬品安

心使用促進協議会の設置し、後発医薬品の安心使用促進を図る取組に
ついて協議（令和元年度～）

・ 都は、医療機関向け講演会の開催、レセプトデータをもとに、医療機関・
薬局・患者の使用割合など体系的に整理したジェネリックカルテを作成
（令和２年度～）

・ 都は、子育て世代向けリーフレットを作成・配布するとともに、各区市町村
で活用できるようデータをＨＰに掲載（令和３年度）

23

H30 R1 R2 R3

59 59 59 59実施区市町村

H30 R1 R2 R3

49 52 57実施区市町村



項目 現行の運営方針の記載 現状・取組の状況など

保健医療
サービス
及び福祉
サービス
に関する
施策その
他の関係
施策との
連携

〇 都と区市町村は、地域包括ケア
システムの構築に向け、保健医
療・福祉部門と連携し、取組実
施

・ 地域包括ケアシステムの構築に向けた部局横断的な会議体や地域支
援事業への国保部門の参画

21区市町村（令和４年度）

国保デー
タベース
（KDB）シス

テム等情
報基盤の
活用

〇 都は、ＫＤＢシステムの健診・医
療に係る情報基盤を活用し、区
市町村ごとの健康課題や保健事
業の実施状況を把握し保健事業
の運営に対し助言

・ 健康保険法等改正法により、令和２年４月から都から区市町村にレセプ
ト情報等の提供を求めることが可能

第９章 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携に関する事項
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項目 現行の運営方針の記載 現状・取組の状況など

事務の
標準化

○ 被保険者証の様式の統一
・ 被保険者証は各区市町村が交付
・ 様式・色・有効期間（2年間）は統

一されている。（次回の一斉更新
は令和３年10月）

・ 高齢受給者証との兼用証の統一
については、オンライン資格確認
の実施状況を勘案し検討。

○ 事務処理基準の統一等
・ 区市町村が行う窓口対応等につ

いて統一的な取扱とするよう事務
処理基準を策定（平成30年３月策
定）

・ 都に寄せられた照会の中から参
考になる事例について、事務処理
例として、データベースを作成し、
区市町村に提供（平成31年３月作
成）

・ 被保険者証は各区市町村が交付
・ 様式・色・有効期間（2年間）を統一

・ 事務処理基準を策定（平成30年３月）、法改正等反映のうえ適宜改定
・ 事務処理例を区市町村に提供（平成31年３月作成）、以降毎年度末更新

事務の
効率化
に向け
た検討

○ 国保の手引き（外国語版）の作
成や医療費通知を統一的に実施

・ 国保の手引き（外国語版※）の作成（令和元年度から活用、令和２年度改
正）。※ 英語、中国語、韓国語、ベトナム語、ネパール語

・ 医療費通知の内容について、区市町村及び国保連合会と協議し、令和２
年度から国保連合会において新規委託受け入れを開始

第９章 区市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項
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第10章 施策の実施のために必要な都及び区市町村間の連絡調整等

項目 現行の運営方針の記載 現状・取組の状況など

東京都

国民健康
保険連携
会議

〇 区市町村及び東京都国保連合会
からなる東京都国民健康保険連
携会議を設置し、納付金等の算定
や、運営方針に係る事項等につい
て、きめ細かく協議を行っていく。

（東京都国民健康保険連携会議 開催回数）
令和３年度：３回

令和４年度：３回

広報・普
及啓発活
動

〇 対象者等に応じた媒体を活用し
た広報・普及啓発等。医師会・歯
科医師会・薬剤師会への協力依
頼等

・ 都は医薬品適正使用に関するリーフレットや残薬バッグを配付し被保険
者向け普及啓発（２年度）（再掲）

・ 都は、 医師会、糖尿病対策推進協議会の三者の連名で「糖尿病性腎症
重症化予防プログラム」を策定（平成30年３月）（再掲）

・ 都は、学識経験者、医療関係者、都民代表等で構成される後発医薬品
安心使用促進協議会の設置（令和元年６月）（再掲）

ＰＤＣＡサ
イクルの
実施

〇 国保事業の継続的な改善に向け
たＰＤＣＡサイクルを循環させるた
め、本運営方針に定める取組に
ついて、都繰入金の交付基準、各
種研修計画及び指導検査計画等
に反映し実施

・ 本運営方針に定める取組について、都繰入金の交付基準、各種研修計
画及び指導検査計画等に反映し実施
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・国保制度は、被保険者間の相互扶助を基本とした社会保険制度であり、国民皆保険制度の基礎をなすものである。

・保険者である都道府県及び区市町村は、国保制度の安定的な運営の確保及び被保険者の健康保持に向けて取り組む

東京都国民健康保険運営方針（改定案）の概要

○策定の目的

都と区市町村が一体となって、国民健康保険に関する事務を共通認識の下で実施するとともに、安定的な財政運営及び区市町村

が担う国保事業の広域化・効率的を推進する。

〇根拠 国民健康保険法第82条の2

〇対象期間 令和6年4月～令和12年3月 ＊法改正により運営期間が法定化（おおむね６年）

３年ごとに分析、評価。必要に応じて運営方針の変更

第１章 方針策定の趣旨

第２章 国民健康保険制度の意義と保険者が果たすべき役割

下線は、現行の運営方針からの主な修正点
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〇財政収支の改善に係る基本的な考え方

・決算補填等を目的とする法定外繰入等（解消・削減すべき赤字）の計画的・段階的な解消が図られるような取組が必要

〇赤字解消・削減の取組

・解消・削減すべき「赤字」は、「決算補填等目的の法定外一般会計繰入額」と「繰上充用金の増加額」の合計額

・赤字の解消・削減に当たっては、区市町村それぞれの事情を勘案し、医療費適正化や収納率向上に取り組むとともに、計画

的な保険料（税）率の見直しが必要

・赤字が発生している区市町村については、赤字解消の目標年次を定めた上で、医療費適正化、適正な保険料（税）率の設定

等、計画に定めた赤字削減に向けた具体的な取組を実施

・都は、「区市町村国保財政健全化計画」及び法定外繰入等の額、解消予定年次等を見える化し、公表するほか、各区市町村

の決算状況に基づく分析を行うなど解消・削減すべき赤字要因の分析や対策の整理、必要な助言

・都全体における赤字解消目標年次を設定

〇財政安定化基金の運用

・貸付・・保険料（税）収納額の低下により財源不足となった場合に、申請に基づき区市町村に行う

・交付・・災害、景気変動などの特別な事情が生じた場合に、申請に基づき区市町村に行う

・取崩・・保険給付費の増大により都において財源不足となった場合に、基金を取り崩す

・財政調整事業・・国民健康保険の安定的な財政運営の確保を図るために必要があると認められる場合に、

決算剰余金について財政調整事業分として積み立てた額の範囲内で基金を取り崩す

第３章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し

＊令和４年度より新たな機能として追加された
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〇納付金及び標準保険料率の基本的考え方

・将来的には保険料水準の平準化を目指していくが、都内区市町村では医療費水準や保険料（税）収納率の差異があるため、直

ちに完全統一の保険料水準を目指すのは困難

・今後、医療費適正化や収納率向上を推進していくとともに、保険料水準の平準化を図っていく

・まずは、納付金算定において医療費水準等を反映せず、各区市町村の所得水準と被保険者数のみを用いることとすることに取

り組む

〇納付金の算定方法

・納付金算定において、令和６年度から医療費指数反映係数α（現状α＝１）を段階的に引き下げるとともに、個別事情による

納付金調整について共同負担化し、令和12年度までにα＝０とする納付金ベースにおける統一を目指す

・所得係数は都の所得水準に応じた値とする

・αの引き下げ等納付金の算定方法を変更することにより、影響を受ける区市町村が想定されるため、αを段階的に引き下げると

ともに、納付金ベースの統一までの間、都繰入金を活用した経過措置を実施

〇標準的な保険料算定方式

・区市町村において採用されている方式を勘案し、二方式（賦課すべき総額を所得割、被保険者均等割によって按分）とする

・各区市町村の応能割（所得割）と応益割（均等割）は「当該区市町村の所得係数：1」として算定する

〇標準的な収納率

・区市町村ごとに直近の収納率実績を用いて毎年度設定する

第４章 区市町村における保険料（税）の標準的な算定方法に関する事項
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○現年分収納率

・全国平均以上の収納率を目標に設定

〇目標収納率

・区市町村別に前年度の現年分収納率実績に対する伸び率を目標設定

・最も高い収納率の区分の場合は維持することを目標

〇収納率向上対策の推進

・国保制度の維持及び被保険者間の負担の公平性の確保の観点から、保険料（税）の確保は重要であり、区市町村は被保険者の

状況に応じてきめ細かく対応

・都は、研修内容の充実・体系化、徴収指導員による実地支援の充実、効果的な取組の横展開等や業務のデジタル化等を支援

第５章 区市町村における保険料（税）の徴収の適正な実施に関する事項
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目標収納率

前年度の
現年分収納率

目標収納率

令和６～８年度

85%未満 前年度実績＋1.50pp

85%以上90%未満 前年度実績＋1.00pp

90%以上95%未満 前年度実績＋0.50pp

95%以上97%未満 前年度実績＋0.10pp

97%以上99%未満 前年度または前々年度実績以上

99%以上100%以下 99%以上を維持

前年度の
現年分収納率

目標収納率 令和3年度
達成

自治体数
令和３～５年度

85%未満 前年度実績＋1.50pp 1 / 1

85%以上90%未満 前年度実績＋1.00pp 7 / 9

90%以上95%未満 前年度実績＋0.50pp 17 / 28

95%以上97%未満 前年度実績＋0.10pp 10 / 13

97%以上100%以下 前年度実績を維持 9 / 11

目標収納率（現行） 目標収納率（検討案）



〇レセプト点検の充実強化

・都は、専門指導員による助言、都繰入金による財政支援等を実施

〇柔道整復師、あんま・マッサージ・指圧師、はり師、きゅう師の施術に係る療養費の支給適正化

・都は、講習会の実施、都繰入金による財政支援、不正事案に係る情報提供等を実施

〇海外療養費の支給適正化

・翻訳・診療内容審査などの区市町村の事務処理の効率化や不正請求防止の一層の推進を図るため、都は情報提供等を実施

〇第三者行為に係る求償事務等の取組強化

・都は、東京都国保連合会等と連携した助言・情報提供、関係機関との協力体制の構築などを通じて第三者直接求償の取組推進等を

実施

・法改正により、令和７年４月から都道府県委託が可能とされるため、国の動向を踏まえ適切に対応

〇高額療養費の多数回該当の取扱い

・都は、区市町村において統一的な運用が行えるよう、随時相談に応じ事例を情報提供

〇都道府県による保険給付の点検、事後調整

・都は、広域的・専門的見地から、区市町村が行った保険給付の点検等を実施

第６章 区市町村における保険給付の適正な実施に関する事項
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〇都は、第四期東京都医療費適正化計画等に掲げる関連施策との整合性を図り、都内全体の健康水準の向上や医療費適正化に資

する取組を進める。

〇保健事業実施計画（データヘルス計画）推進

・データヘルス計画は、データヘルス計画策定の手引き（令和5年5月18日改正）において、都道府県単位で標準化することとされた。

・区市町村：データを分析して地域の健康課題を把握し、目標や評価指標を設定して、健康課題の解決に向けて効果的・効率的な保

健事業を実施するための計画を策定、ＰＤＣＡサイクルに沿った事業展開 等

・都：区市町村が計画策定に活用する「標準化ツール」及び計画の目標や評価指標の設定に活用できる「共通評価指標」を提供、

「標準化ツール」及び「共通評価指標」により把握した内容を活用し、効果的な保健事業の実施を支援 等

〇特定健診・特定保健指導の推進

・令和6年度からの第4期特定健診等実施計画期間からは特定保健指導の評価方法にアウトカム評価が導入される。

・区市町村：特定健診を受けやすい環境の整備、特定健診・特定保健指導実施率向上に向けた効果的な取組 等

・都：実施率向上に向けた効果的な取組の横展開、アウトカム向上に向けた先進的な事例の収集等、都繰入金を活用した特定健診・

特定保健指導の実施率向上の支援 等

〇生活習慣病発症・重症化予防の取組の推進

・保険者には、循環器病の発症予防と早期発見に向けた取組や知識の普及啓発が求められている。

・区市町村：被保険者の健康に対する気づきにつながる取組等、生活習慣病や生活習慣病予備群の人に対して医療機関への受診勧奨、

保健指導等の取組、糖尿病性腎症重症化予防の取組 等

・都：糖尿病性腎症重症化予防プログラムを必要に応じて改定、特定健診等の機会を捉えた循環器病の発症予防の啓発を促進 等

第７章 医療費の適正化の取組に関する事項
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〇加入者の適正受診・適正服薬に向けた取組

・医療費適正化に関する施策についての基本的な方針（令和5年7月20日一部改正）では、多剤投与の取組対象の拡大、抗菌薬処方の

適正化やリフィル処方箋の活用により、医療資源の効果的・効率的な活用の推進を図ることとされている。

・区市町村：関係機関と連携して重複・多剤服薬者に服薬情報通知、服薬指導 等

・都：関係機関と連携し広域的な調整や事業の推進体制の構築支援、保険者協議会と連携し、適正服薬の向上に向けた普及啓発 等

〇後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用促進について

・国は令和５年度に後発医薬品使用促進の目標を見直すこととしており、バイオ後続品についても目標を設定している。

・区市町村：被保険者への理解促進、差額通知の送付等による後発医薬品への切替えの促進及び切替効果額の検証、地域の関係団体

との連携促進 等

・都：レセプトデータ等を活用した区市町村別の使用割合の分析・提供、国の目標設定を踏まえた目標及び必要な取組の検討 等

〇高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の取組の推進

・健康保険法等改正法により、令和２年４月から区市町村国保の保健事業及び後期高齢者の保健事業と介護保険の地域支援事業とを一体的に

実施することが規定

・区市町村:高齢者医療、健康づくり、介護等の庁内連携体制の整備

医療専門職を配置し、高齢者一人ひとりの医療・介護等の情報を一括把握するとともに、地域の健康課題を分析、事業企画

通いの場等への積極的関与 等

・都：令和6年度までに全区市町村で一体的実施が取り組めるよう東京都後期高齢者医療広域連合と連携して必要な情報提供、取組事例の紹介、

区市町村が配置する医療専門職の人材育成 等

第７章 医療費の適正化の取組に関する事項
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〇事務の標準化

・オンライン資格確認の普及に向けた対応

マイナンバーカードと被保険者証の一体化に向けて、都は、区市町村業務が円滑に進むよう、情報提供や国への提案など区市町
村を支援

また、資格確認書の様式等について、事務の標準化を目指す

・市町村事務処理標準システムの導入 事務の広域的及び効率的な運営の推進）

区市町村は、令和７年度末までにガバメントクラウドの活用を伴うシステム標準化を実施

都は、各区市町村のシステム運用等に関する情報を収集し、令和７年度末までの導入年度ごとの市町村数を記載したスケジュー

ルを策定・システム標準化の進捗状況を把握するとともに、区市町村に適宜情報提供を実施

・事務処理基準の統一及び積極的な情報提供

都は、各区市町村の事務処理基準について区市町村と検討、事務処理の方法について情報収集し区市町村に提示

〇事務の効率化に向けた検討

・今後も引き続き、区市町村事務の実態を踏まえ、事務の効率化について区市町村と検討

○保健医療サービス及び福祉サービスに関する施策その他の関係施策との連携

・都の取組 国保部門と保健医療部門等の連携推進 等

・区市町村の取組 地域包括ケアに関する会議体・地域ネットワークへの国保部門の参画 等

〇国保データベース（ＫＤＢ）システム等情報基盤の活用

・都は、ＫＤＢシステム等の健診・医療に係る情報基盤を活用し、地域の健康課題等の把握、区市町村等への必要な助言及び支援を

実施

・

第８章 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携に関する事項

第９章 区市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項
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〇国保連携会議の開催

・運営方針に係る事項等について、都、区市町村、東京都国保連合会からなる東京都国民健康保険連携会議を開催し、きめ細かく

協議

〇広報・普及啓発活動

・被保険者に向けた広域的な普及啓発等、医療費適正化の取組に係る関係団体への協力依頼等を実施

〇ＰＤＣＡサイクルの実施

・ＰＤＣＡサイクルを循環させるため、本運営方針に定める取組について、都繰入金の交付基準や指導検査計画等に反映・実施

第１０章 施策の実施のために必要な都及び区市町村間の連絡調整等
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６月 （国）策定要領を都道府県に通知

９月 第１回東京都国民健康保険運営協議会で国保運営方針改定について諮問

令和６年１月～２月 第３回東京都国民健康保険運営協議会で国保運営方針改定の答申

２月 改定国保運営方針の決定・公表 （国保法第82条の2第7項）

運営方針策定の流れ（予定）

10月～11月 国保運営方針改定案について意見公募
国保運営方針改定案について区市町村から意見聴取（国保法第82条の2第6項）

令和５年２月 東京都国民健康保険運営協議会にスケジュール案を提示

※前回との変更点
医療費適正化計画と同時改定であることから、公表時期を12月から2月とする。

＊連携会議①（6月22日）（第１回意見照会）

＊連携会議②（8月25日）（第２回意見照会）

＊連携会議③（11月中旬）（第３回意見照会）
＊連携会議④（1月～2月）（第４回意見照会）
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５ 今後のスケジュール

37



令和５年度
令和６
年度

９月 10月 11月 12月 1月 ２月 ３月 4月

国

都

区市町村
協議

区市町村

仮係数提示

９/上旬
令和6年
一定

国
保
特
別
会
計
予
算
案
上
程

10月下旬

今後のスケジュール（案）

令和６年度
仮算定

納
付
金
・
標
準
保
険
料
率
の
決
定

区市町村
へ提示

各区市町村
の議会にて
保険料(税）
率決定

運
営
協
議
会
②

本係数提示

各区市町村
運営協議会

運
営
協
議
会
①

■諮問
（運営方
針の改
定）
■国保運
営方針に
基づく取
組

区市町村との協議

■令和６
年度仮係
数による
納付金等
算定結果

1２月下旬

国
保
運
営
方
針
改
定
・
公
表

運営方針法定
意見聴取

運営方針
意見公募

11月下旬

運
営
協
議
会
③

■答申
■令和６年
度確定係数
による納付
金等算定結
果
■令和4年
度決算

2月上旬

連携会議
（11月中旬）

連携会議
（1月~2月）
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